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強度行動障害と教育

強度行動障害のある子供（略）など、手厚い
指導や支援を必要とする者に対する障害の状態
等を踏まえた指導体制の在り方について、検討
を進める必要がある。その際、教職員が必要な
指導を行えるよう、研修の機会の充実などに努
めることも重要である。

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議 報告」

令和3年１月文科省



強度行動障害と教育
強度行動障害と判定される児童生徒の支援につ
いては、障害の特性に応じた専門性や経験が必要
であることも踏まえ、強度行動障害のある児童生
徒に対して適切に対応することができるよう、教
育と福祉が連携して、（略）強度行動障害支援者
養成研修等の専門的な研修を、特別支援学校の教
師等が障害福祉サービス事業所職員とともに受講
する機会を設けたりすることが期待される。

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告」

令和3年１月文科省



強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会報告書（令和5年3月厚労省）



予防的支援における押さえるべきポイント

□幼児期から子どもの強度行動障害のリスクを把握

し、家族を含めてライフステージを通して地域生

活を支えていく体制づくりが必要。

□学齢期は、福祉と教育が連携をはかって一貫した

支援を行い、行動上の課題を誘発させない支援を

提供していくことが必要。

□専門性を有するキーパーソンが、関係機関を訪問

したり、連携会議を調整したりする等、ライフス

テージや関係機関の支援を隙間がないようにつない

でいく取組を進めることも重要。



関係機関との連携 （平成30年3月29日）



強度行動障害のある児童・生徒への効果的な指導の在り方検討委員会報告書
（令和6年2月 東京都教育委員会）



知的障害特別支援学校における自閉症教育の現状
平成28年-29年度基幹研究（障害種別）

特別支援学校（知的障害）に在籍す
る自閉症のある幼児児童生徒の実態
（在籍状況や障害の程度）を把握し、
自閉症に特化、対応した取組状況と
その結果及び課題を明らかにする。

[対象] 特別支援学校（知的障害）610校各

学部指導主事

[項目] 各学部の総在籍数と自閉症のある子

供の在籍数、自閉症教育の取組状況

（学習環境、指導内容等）、自閉症に

対応した取組の成果と課題 等



1986年調査 2004年調査 2016年調査

幼稚部 ― ６９％ ７４％（４３）

小学部 ２９％ ４８％ ４９％（11,274）

中学部 ２９％ ４１％ ４６％（8,810）

高等部 ２２％ ２５％ ３７％（12,066）

知的障害特別支援学校における自閉症教育の現状

[結果及び考察] 各学部の自閉症のある子供の在籍率

※いずれも自閉症の疑いのある子供を含む。括弧内の数値は、在籍数を示す。



知的障害特別支援学校における自閉症教育の現状
[結果及び考察] 自閉症教育の取組状況



知的障害特別支援学校における自閉症教育の現状
[結果及び考察] 自閉症に対応した取組の成果



知的障害特別支援学校における自閉症教育の課題
[結果及び考察] 自閉症に対応した取組の課題



知的障害特別支援学校における自閉症教育の課題
[結果及び考察] 自閉症のある子供への指導内容の課題



髙津梓・柘植雅義（2021）特別支援学校教員による自閉スペクトラム症のある児童生徒の行動問題
への対応・及び支援計画の作成と実行に関する実態調査.自閉症スペクトラム研究,18(2),51-59.

知的障害特別支援学校における自閉症教育の課題



髙津梓・柘植雅義（2021）特別支援学校教員による自閉スペクトラム症のある児童生徒の行動問題
への対応・及び支援計画の作成と実行に関する実態調査.自閉症スペクトラム研究,18(2),51-59.

知的障害特別支援学校における自閉症教育の課題



平成25年度障害者総合福祉推進事業
強度行動障害支援初任者養成研修プログラム及びテキストの開発について
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園作成
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環境
（物理的な環境・支援者・その他の人・状況等）

人や場に対する
嫌悪感・不信感

「分からない」の積み重ね 「伝わらない」の積み重ね

刺激や情報が
■偏ったり
■分かりにくい
■独特な形で入っ
てくる

伝えたいことを
■言葉ではない
■独特な表現や
行動を通して伝
えようとする

障害特性×環境要因 ⇒ 強度行動障害



TEACCH Autism Program

（Treatment and Education of  Autistic and related 

Communication handicapped Children）

「自閉症及び関連するコミュニケーション障害の子どものための治療と教育」

アメリカ・ノースカロライナ大学で開発された自閉症者に対する
サービスプログラム。エリック・ショプラー博士によって創案。

Eric Schopler Gary Mesibov

Map of the United States with North Carolina highlighted

ノースカロライナ州

Laura Klinger

http://en.wikipedia.org/wiki/File:Map_of_USA_NC.svg


TEACCHのコアバリュー

【Teaching】：我々は革新的な教育や教授法、および実際の
モデルのデモンストレーションを通して、ASDについての知識
をシェアし、他者のスキルレベルを高めていく。

【Expanding】：我々は、ASDの本人とその家族のために、最
も質の高い、確かな根拠に基づいたサービスを提供できるよう
に、自分たちの知識はもちろん、他者の知識を広げることに全
力を尽くす。

【Appreciating】：我々は、ASDの人とその家族を理解し、
その真価を認める。

【Collaborating&Cooperating】：我々は、同僚やASDの本
人、そしてその家族、またより大きいコミュニティの人たちと
交流するときには、協働と協力の精神を体現していく。

【Holistic】：我々は、その人の全人格と関連するシステムに、
生涯にわたり注目していくことの重要性を強調していく。



1. 家族との協働
2. 自閉症の人の生涯にわたる支援
・幼児期から成人期にわたる一貫した支援

3. 自閉症の人全体に向けての支援
・生活の質を高める
・地域で自立して過ごせる力を高める
・個々の自閉症の人のユニークさを大切に

4. ストラクチャーティーチング

TEACCHの中心にあるもの



応用行動分析（ABA）
Applied Behavior Analysis

行動分析学は、学習に関する最新の科学
です。ヒトや動物がどう学ぶのかを研究する
学問です。応用行動分析学は、学習の基礎科
学である行動分析学を、社会的に重要な問題
の解決に活用する応用科学です。企業での教
育、医療・介護、スポーツ、交通安全など、
幅広い分野で研究と実践が行われ、その実践
的な効果が認識されています。

B.F. Skinner
1904-1990



直 前 行 動 直 後

行動随伴性

弁別刺激 反応 強化刺激

手がかり
の提示

よい結果
の提示



上村・吉野(２０１０)日本の自閉症支援の現状と今
後の展開.日本自閉症スペクトラム学会第９回研究
大会論文集，63.

・エビデンス（証拠・根拠）に基づく支援の確立。

・「自閉症スペクトラム研究」「発達障害研究」「LD研究」
「特殊教育学研究」「心理臨床学研究」「リハビリテーション
研究」「福祉心理学研究」「言語発達障害研究」の８雑誌から
論文を抽出（１９９０年～２０１０年）。

・適切行動の形成60.5% ～ 不適切行動の抑制34.2%

◆応用行動分析(ABA)34.2%(効果判定可能84.5%)

◆環境調整 21.1%（効果判定可能62.6%)

◆SST 10.5%（効果判定可能75.2%)



ＰＥＣＳ
the Picture Exchange Communication System

 (絵カード交換式コミュニケーションシステム）

フェイズⅠ 「コミュニケーションの取り方」
フェイズⅡ 「距離と持続」
フェイズⅢ 「絵カードの弁別」
フェイズⅣ 「文の構成」
フェイズⅤ 「応答的要求」
フェイズⅥ 「コメント」

Andy Bondy, Ph.D.
and

Lori Frost, MS, CCC-SLP

☆応用行動分析学に基づき、合理的かつ効果的
にマニュアル化されている。自発的表出コミュ
ニケーションの指導ができる。



コミュニケーション（受容・表出）や
生活全般における課題

視覚化 構造化 スケジュール

自発性 動機づけ 環境調整

TEACCH   ／ ABA（PECS）



「個別の教育支援計画」(文部科学省）

1 策定の目的
障害のある子ども一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点から
適切に対応していくという考え方の下、長期的な視点で、乳幼児期から
学校卒業後までを通じて一貫して的確な支援を行うことを目的とする。
2 内容
（1）ニーズの内容（様々な分野から見たニーズ）
（2）支援の目標
（関係機関が連携した的確な目標設定と保護者の参画）
（3）支援の内容
（本人及び保護者の意向を踏まえた生活全般における内容）
（4）支援を行う者・機関等（役割の明確化）
（5）評価・改訂・引き継ぎ
（一貫した的確な支援を行うための引き継ぎ体制）
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個別の教育支援計画 参考様式
（文部科学省）

↓

兵庫県立特別支援学校 統一様式
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関係機関との連携における重要ポイント

□連携のシステム化（情報共有の方法を明確化）

□キーパーソンの存在（窓口の明確化）

□役割の確認（支援の共通理解）

□継続的な連携（普段からの連携）

教育・福祉連携に関する聞き取り調査 参考

（国立障害者リハビリテーションセンター,国立特別新教育総合研修所）
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